
１．直接工事費に含まれる処分費

この項では、直接工事費に含まれる処分費の金額による対応の違いを説明します。
この項の説明で使用する用語の定義

共仮率額 ： 共通仮設費率額
共仮率額対象額(仮) ： ３％ルール適用前の共通仮設費率額対象金額
共仮率額対象額(実） ： ３％ルール適用後の共通仮設費率額対象金額
限度額 ： 諸経費計算の対象となる処分費の限度額
控除額 ： 諸経費計算の対象から除外する処分費

(1) 事例－１（処分費の全額が諸経費の対象）

処分費が直接工事費の３％以下でかつ３千万円以下の場合、処分費の全額が共仮率額の対象となります。
以下の値で例示します。

直 　 接　  工　  事　  費 ：￥１０，０００，０００

直工に含まれる処分費　 ：　　　￥２００，０００

共仮率額対象額(仮)　　　：￥１０，０００，０００

限度額：直接工事費 X ３％ ＝ ￥３００，０００

この場合「処分費 ≦ 限度額」なので、処分費の控除はありません。

従って事例－１では、共仮率額対象額(実）＝共仮率額対象額(仮)となります。

現場管理費，一般管理費等でも控除はされません。

(2) 事例－２（処分費の一部が諸経費の対象）

処分費が直接工事費の３％を超えた場合、直接工事費の３％が共仮率額の対象となります。
（直接工事費＋準備費に含まれる処分費）の３％を超えた額は共仮率額の対象から控除されます。

以下の値で例示します。

直 　 接　  工　  事　  費 ：￥１０，０００，０００

直工に含まれる処分費　 ：　￥１，０００，０００

共仮率額対象額(仮)　　　：￥１０，０００，０００

限度額：直接工事費 X ３％ ＝ ￥３００，０００

この場合「処分費＞ 限度額」なので、控除額を求めます。

控除額：処分費 － 限度額 ＝ ￥１，０００，０００ － ￥３００，０００ ＝ ￥７００，０００

この結果、事例－２の共仮率額対象額(実）は以下のようになります。

共仮率額対象額(実）＝共仮率額対象額(仮)－控除額＝￥１０，０００，０００－￥７００，０００＝￥９，３００，０００

現場管理費，一般管理費等でも同額の控除が行われます。

次頁以降に実際に入力した画面を掲載しましたので、ご確認下さい。

今回の説明では処分費を手入力しましたが、自動計算機能も存在します。

ただ、自動計算の使用には注意すべき点がありますので、「頂」の「ﾍﾙﾌﾟ」にある取説をご一読下さい。

※ 上述の処分費３％ルール

国土交通省発表の「土木工事標準積算基準書」に準じた土木工事に適用されます。

処分費の３％ルールが適用されない自治体向け処分費は、次頁以降の画面の⑭に入力して下さい。

※ 処分費は、処分費(再資源化施設の受入費を含む)，上下水道料金，有料道路利用料が該当します。
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（１）事例－１

直 　 接　  工　  事　  費 ：￥１０，０００，０００ Ⓐ

直工に含まれる処分費　 ：　　　￥２００，０００ Ⓑ

諸 経 費 対 象 限 度 額 ：　　￥３００，０００ （＝ Ⓐ X 3% ） Ⓒ

諸経費対象　の　控除額 ：　　　　　　　　￥０ （ Ⓑ ≦ Ⓒ ） Ⓓ

この事例の場合、処分費（Ⓑ ）は限度額（Ⓒ ）以下なので、Ⓓ＝０になります。

処分費を①に入力してご確認下さい。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ⓐ

が「共通仮設費率額」の対象になります。

⑫ が「現場管理費」の対象になります。

⑬ が「現場管理費」の対象になります。

⑧

⑨

⑭

⑮

⑯

⑬

⑩

⑪

⑫
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（２）事例－２

直 　 接　  工　  事　  費 ：￥１０，０００，０００ Ⓐ

直工に含まれる処分費　 ：　￥１，０００，０００ Ⓑ

諸 経 費 対 象 限 度 額 ：　　　￥３００，０００ （＝ Ⓐ X 3% ） Ⓒ

諸経費対象　の　控除額 ：　　　￥７００，０００ （＝ Ⓑ － Ⓒ ） Ⓓ

この事例の場合、処分費（Ⓑ ）は限度額（Ⓒ ）を超えていますので、Ⓓが諸経費計算から控除されます。

処分費を①に入力してご確認下さい。

Ⓐ － Ⓓ

が「共通仮設費率額」の対象になります。

⑫ － Ⓓ が「現場管理費」の対象になります。

⑬ － Ⓓ が「一般管理費等」の対象になります。
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